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はじめに

　新たな障害者の自助・自立の再建は、21世紀を見

とおした行政改革のなかに組み込まれ、社会福祉基礎

構造の改革の新しい流れとして障害者自立支援法が

施行された。そのもととなった行政改革は、時の内閣

によってそれぞれに受け継がれ、推進されてきた感が

ある。まず、21世紀を見とおした行政改革の取り組

みはバブル経済がはじけたのを受け、国の財政の厳し

い状況を建てなおすべく「増税なき再建」ではじまっ

た。このときの内閣である橋本内閣は地方分権（今ま

で国が行なってきたさまざまな事業の地方への移譲）

への議論を深めるとともに、少子高齢社会へ向けての

対応として、社会保障の構造改革に着手した。これら

は、小渕内閣（2004年4月、脳梗塞にて現職で死去）

及び森内閣（問題発言や内閣支持率低下で約1年の短

命に終わった）を経て実質的には次の小泉内閣に受け

継がれ、経済再建を柱とした骨太政策のもとに三位一

体の行政改革が断行された。中身としては、聖域なき

行政改革の名のもとに様々な領域に民間企業が導入

され、社会福祉領域においても同様な改革が行なわれ

た。（参照―「障害者自立支援法」本格始動に向けて

の課題、鈴木武幸、東海女子大学紀要、第26号、平

成19年３月31日発行）　

　行政改革とは、主として国や県及び市町村に至る事

務・事業の施行に関しての規則やすすめ方を改革し、

さらには無駄を省いて効率のよいように改めていく

ことをいう。つまり、今までの国や県及び市町村が

個々さまざまに行われてきた事務・事業を見直し改善

して、私たち住民に対してわかりやすく、より利用し

やすいように工夫をし、変えていこうとするものであ

る。そのために、私たち住民の身近で最優先される問

題を計画的に取り上げ、それらを実現するためにさま

ざまな工夫をしながら取り組んでいることを住民に

わかりやすく提示しながら、また、実際に取り組みを

行なっていくことが「行政改革」の中身である。さて、

次の安倍内閣は、自身の内閣を「美しい国づくり内

閣」と称し、小泉内閣の構造改革を加速させていく方

針を打ち出していた。地域に活力を与え、経済の成長

を促し、それらをバネに暮らしをよくしていく改革を

行なっていくことを示唆していた。この間、国会の参

議院議員の選挙が行われたが、その結果において野党

である民主党が躍進し、その他の野党を含めると、時

の与党である内閣は参議院で過半数割れが起こり、い

わゆるねじれ国会と称される状況になった。これらの

影響を受け短期間で終わった安倍内閣の後を受けた

福田内閣は、このような国会の状況を反映し「背水の

陣内閣」、その後の内閣改造によって「安心実現内閣」

と称し行政改革への取り組みの姿勢を見せたが、野

党である民主党との合流の不調に加え、政策実現に関

しての見通しのなさを露呈し、前内閣と同様に短期間

で終わらざるを得なかった。その後、社会福祉政策の

背景である経済状況は、アメリカの金融危機に端を発

し、それをきっかけに世界の経済状況の悪化が広がっ

ており、日本の経済にとっても影響を受けることは必

至の情況となっていった。

　こうした政治経済の流動的な流れのなか、障害者に

とっての自立支援法はQOLの向上と身体的及び社会

的自立への一歩を刻むはずのものであった。しかしな

がら、障害者自立支援法が施行されて約２年経過した

時点では、さまざまなひずみや課題が浮上してきてお

り、今後の改正に向けた取り組みがいっそう重要なも

のとなってくると思われる。

　

　

障害者自立支援法と社会福祉相談の広がり

　社会福祉の方向性がさまざまに変化していくなか

で、2000（平成12）年から介護保険制度の新たな導

入と、それにつづく2003（平成15）年に障害者支援

費制度が施行された。これにより、介護保険制度の

処方と同じく、サービスの提供システムが変換され

た。（サービスの提供については、措置制度から契約

制度へ変更された）これらの制度を施行するにあたっ

ては、特に福祉サービスを提供する事業者と福祉サー

ビスを利用する利用者の間における対等性が求めら
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れ、また、利用者の権利擁護の考え方についても強く

求められるようにもなった。これらの仕組みは、サー

ビスの提供者と利用者の双方に浸透すべく、地域にお

いても包括的に高齢者を支えるものとして定着・普及

が図られていった。当初は、福祉サービスの必要な人

の多くが利用することを想定し、障害者の生活を支え

るものとして期待された。しかしながら、この支援費

制度はフタをあけてみると、地域によっては福祉サー

ビス量の提供に過不足が生じたことや負担の格差等

の広がりも影響し、利用者からすると次第に利用しに

くいものとなった。また、事業者（サービス提供者）

にとっても事業の維持費の高騰などを招き、事業の

縮小や財政不足などが表面化し後退を余儀なくされ

るなど、双方にとって継続性については否定的な面が

増強していった。この後、本格的な少子高齢社会を背

景に、障害者保健福祉施策についての改革案（改革の

グランドデザイン案）が出され、社会福祉基礎構造改

革へと進んでいくこととなった。そうした経過をた

どり、地域包括支援センターの設置等を経て、2006

（平成18）年、障害者自立支援法が成立したが、その

方向性は支援費制度の延長線上にあると考えられる。

そして、障害者が地域で安心して生活ができるよう

に障害者の身近な地域生活、さらに、それらを支援

する社会福祉士の活躍する場面は、従来型の福祉サー

ビスの利用を含む相談援助だけでなく、障害者を取り

巻く環境や人間関係が複雑化し多様化していく状況

に合わせながら、障害や問題を抱えた利用者が個人の

力量や能力に応じて、自立した生活を送るためのさま

ざまなサービスが有効で適切に利用できるような援

助活動が必要とされるようになった。さて、これらの

制度の施行の中で行われた福祉サービスについては、

利用者の選択と自己決定が重視され、それを支援する

事業者との間の契約で成立する仕組みとなった。しか

しながら、利用者と事業者が対等の関係にあるとして

も、利用者の利益を守るための権利擁護の制度につい

ては、さらに定着強化していくことが望まれる。そし

て、社会福祉士の活躍する分野の広がりとともに期待

されるものとして、地域包括支援センターを拠点とし

た相談支援事業の強化、権利擁護、成年後見制度の利

用支援及び地域福祉計画策定等行政ニーズへの参加

等々があげられる。さらに、障害者自立支援の範囲に

留まらず、障害者を含めた保健医療、司法福祉や教育

分野（スクールソーシャルワーカー等）などのさまざ

まな分野にまで広がってきている。それらを実践して

いくためには、利用者の徹底的な権利擁護と環境変化

への対応や関連するサービスを視野に入れつつ、総合

的にかつ包括的に支援する体制の構築が急務となる。

また、地域での福祉サービスのニーズに対してこれに

応えようとするとき、一般的には必要な福祉サービス

が不足している場合が多い。こういった状況の中で、

社会福祉士に求められる取り組みとしては、それらに

見合った社会資源の創出の模索とインフォーマルな

社会資源の活用を前提とした（公的な福祉サービスと

コラボレイトした）、新しい福祉ミックスの方法論に

ついて模索しながら、必要に応じて障害者を支援して

いくことが求められ、また期待されている。

「障害者自立支援法」施行後、

障害者の暮らしはどう変わったか

　

　2006年10月「障害者自立支援法」は全面施行され

た。大きくは応益負担導入による実質的な負担増と介

護給付支援を受ける場合に障害程度区分による支給

決定方法及び地域生活支援事業が始まり、新たなサー

ビス体系の施行は、以前に比べ障害者の生活にさまざ

まな影響が出てきたことがあげられる。たとえば、生

活介護サービスを受けようとするとき障害程度区分

が３以上（施設入所者は区分４以上）の人が対象とな

り、療養介護については、重度（区分5～６）の人で

なければ受けることができなくなっている。同様に、

行動援護（区分3以上）、重度訪問介護（区分4以上）

となっており、障害の種類によっては区分がそれ以下

の人でも必要な場合があり、利用しようと思っても制

限を受けざるを得なくなっている。また、施設入所支

援についても、現在利用している人は2011年度まで

入所を継続してもよいという経過措置はついている

ものの、障害区分判定の結果が区分4（50歳以上は

区分3）を下回った場合退所を余儀なくされる。負担

の面を見ても、障害者自立支援法に導入された応益負

担は、障害者が必要なサービスを利用すると、基本的

にはサービスに要した費用の1割の利用料を負担する

こととなり、重度の障害者が複数のサービスを受けよ

うとするとその分費用の負担が増えることになる。必

然的にサービスの利用を制限せざるをえなくなる。

　Ａさん（各務原市川島町在住）は時々ショートス

ティを利用するが、区分6の認定を受けており、1回

の利用にかかる費用は890円（１割負担）である。

さらに、食事代が自己負担となり、以前の応能負担

の時より支払いが多くなった。また、グループホーム

に住むＢさん（岐阜市）は、今までの家賃や光熱費の
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ほかにグループホームの利用料（新たに設定された）

を取られる（応能負担では負担なしであった）と聞い

て、どうしたら良いのかわからず福祉事務所に相談

に行った。福祉事務所の窓口相談で個別減免等の利

用について説明を受けたが、実際の手続きの段階で方

法がわからずそのまま放置してあった。（その後、生

活支援相談員の指導で申請中とのこと）Ｂさんへの支

援は、専門員による生活支援が継続的に必要であり、

実際の生活場面で社会資源を使いこなすまで見届け

る必要がある。このように、障害者がさまざまな福

祉サービスを受ける場合、障害者の収入、家族の収

入及び年金、工賃などの違いによって、負担上限額や

減免制度が設けられている。しかしながら障害を持っ

た人でなくとも、これらの複雑な制度を使いこなすこ

とは、より高度な知識が必要となる。しかも、各制度

には申請主義が貫徹されており、一度や二度の説明だ

けで利用できるような仕組みになっていない状況が

依然として存在している。これらは早急に利用しやす

い制度に改善するとともに、専門の相談支援員が継続

的に最後まで見守ることができるシステムづくりも

必要となる。また、障害者自立支援法に沿って知的障

害者の作業所（通所授産施設）から生活介護事業所移

へ移行した（岐阜市内の△△作業所）は、障害程度の

重度の人が対象となり、その分そこで働く職員の介護

の負担等が増すことになった。つまり、重度の人たち

への介護等々（食事の世話や生活上の支援、作業時の

指導量の増大や外出時付き添い）や、さらに移行後の

設置基準である「サービス管理責任者」の仕事が加わ

り、このため障害者一人ひとりへのきめ細かなサービ

スが手薄になったことが上げられる。その後、2007

年4月に当事者等の要望もあり、負担軽減の拡大、通

所施設等における激変緩和策がとられたが、重度の障

害者が必要なサービスを受けるためには、同様に負担

が多くなることについては変わらない状況がある。必

然的にサービスの量を減らさざるを得ない状況に追

い込まれ、こういった弱者への負担の大きさをどう解

消していくかが課題となる。

　また、地域生活支援事業の範囲になった移動支援

事業やコミュニケーション支援（手話通訳及び要約筆

記等）、地域活動支援センター（小規模作業所）の統

廃合等については、地域によってサービスの量とサー

ビスの内容に格差が生じている。このような地域によ

る温度差が生じる原因は、サービスの量やサービスの

内容等（障害者への取り組み）がそれぞれの自治体に

負かされており、自治体によってはこれらの事業に対

する財源が乏しかったり、重点配分が行なわれなかっ

たりすることが考えられる。いずれにしても、さまざ

まな場面で応益負担の影響が出ており、早急に障害者

が地域で自分らしい生活を貫き通せる状況を作り出

せるように、きめ細かな支援体制を整備していかなく

てはならない。

　

地域で自分らしい生き方を貫ける条件とは

(1) 障害者の自立を支援する施策の中身と予算

　障害者自立支援法は、その目的（第一条）におい

て、「障害者及び障害児がその有する能力及び適性に

応じ、自立した日常生活又は、社会生活を営むことが

できるよう、必要な障害福祉サービスにかかる給付、

その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉

を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互

に人格と個性を尊重し安心して暮すことのできる地

域社会の実現に寄与すること」と明確にかかれてお

り、人間としての尊厳を持ち地域において自分らしい

個性を持った一国民として暮らしていけるように支

援することがうたわれている。　

　これらを実現させるためには、いくつかの条件が必

要となる。まずわが国の障害福祉関連予算を概観して

みると、福祉予算全体に占める割合としては諸外国に

比べると先進国のなかではもともと少ない状況であ

る。前政権である福田内閣は「骨太の方針２００８」

において、さらに2200億円の社会保障費の抑制を行

うこととしたのである。それぞれの国の状況によっ

て違いはあるが、たとえば、日本の障害者施策にかけ

られている支出は、スウェーデンのそれの約12％で

あり、アメリカのそれの53，7％でしかない。（2003

年国立社会保障、人口問題研究所資料）そのなかで、

障害者の自立生活を支援するための施策に使われる

予算として、①障害者の自立を支援するための施策

の推進、②精神障害者の地域移行を支援するための施

策の推進、③障害者の就労を支援するための施策の推

進、④発達障害者支援施策の推進、⑤自殺対策の推進、

⑥その他、等々が含まれている。これらの中で、上述

の障害者自立支援法の目的に近づけるためのものと

しては、主に①～③が該当してくると思われる。それ

らの中身を見てみると、主として自立支援給付（ホー

ムヘルプ、グループホーム、就労移行支援事業等の障

害福祉サービス等）、地域生活支援事業（障害者のニー

ズを踏まえた移動支援や地域活動センターなど障害

者の地域生活支援のための予算―市町村事業：相談



支援、コミュニケーション支援、日常生活用具給付、

移動支援、地域活動支援センター等々）と都道府県事

業：専門性の高い相談支援（障害者就業・生活支援セ

ンター等）、広域的支援、サービス提供者育成等を行

う地域包括支援事業及び障害者に対する良質かつ適

切な医療の提供のための自立支援医療〔公費負担医

療―精神障害者通院医療、更正医療（身体障害者対

象）、育成医療（身体障害のある児童対象）〕、等々に

ついても配分されている。これらの事業に対しての

予算は、平成19年度予算では6186億円であり、平

成20年度予算では6759億円となっている。（厚生労

働省）この他、精神障害者の地域移行支援事業のため

の施策推進（精神障害者地域移行特別対策事業、精神

科救急医療体制整備事業、認知症疾患医療センター運

営事業）として約２1億円を投じ、障害者の就労、発

達障害者、自殺対策の推進及びその他（グループホー

ム等の整備・促進）で約58，2億円を予算化している。

これらの予算化された施策費を背景に、障害者が地域

で自分らしい生き方を貫いた生活を支援できるかに

ついてはさまざまな意見や見解があると思われる。

（2） 精神障害者への地域支援

　筆者の専門領域である精神障害者への支援におい

て今後重要となる地域生活移行支援について、平成

20年度の予算から検討を加えてみる。精神障害者の

地域生活移行支援については各都道府県に課せられ

た障害者福祉計画の策定方針（平成16年6月）とし

て「平成24年度までに、受け入れ条件が整えば退院

可能な精神障害者の退院を目指すこと（精神障害者の

社会的入院の解消）」があげられ、「精神障害者退院

促進支援事業」の強化策として、①退院・退所及び地

域定着に向けた支援を行う地域移行推進員（自立支援

員）を指定相談支援事業所等へ配置すること、②地域

生活への移行に必要な体制整備の総合調整を行う地

域体制整備コーディネーターを配置すること等のた

めに「精神障害者地域移行支援特別対策事業」として、

約17億円を予算化した。（平成20年度予算、厚生労

働省）これらを活用し、各都道府県では精神障害者地

域生活移行支援を行う上での情報交換や地域におけ

るさまざまな困難課題の解消に向けての取り組みを

行った。（精神障害者地域生活支援都道府県担当者特

別会議、平成19年12月）今後に向けてはこれらの取

り組みを各ブロックに広げていくことになり、それを

受けて、それぞれの地域おける特性を踏まえた取り組

みが望まれる。さて、精神障害者のへの身近でなじみ

のある地域への移行支援については、”特別対策事業”

として一定の圏域に事業所を設置し、前述の地域移行

促進員（自立支援員）及び地域体制整備コーディネー

ターの配置を行うとしている。厚生労働省の試算では

圏域数を全国365圏域とすると、この17億円の配分

は1圏域あたりの事業費として約937万円（1/2が国

庫補助）となり、圏域を多くもつ自治体にとっては負

担増となる自治体もでてくる。また、1圏域あたりに

それぞれ1名の人員配置のみでは、多くの精神障害者

への細かな支援の手がいきわたるかどうか疑問が残

る。

　さて、「精神障害者退院促進事業」の真の目的は、

精神障害者が自分らしい生活を送るために病院や施

設ではなく、地域の人びととともに地域生活の実現を

図っていこうとするものである。それらの目的を実現

するためには、さまざまな困難を抱えている障害者へ

の支援と地域特性を踏まえ、必要な基盤整備が大きな

課題といえる。今だに解消されない精神障害者に対し

ての「差別」と「偏見」の問題に取り組みながら、地

域生活への移行の実現は地域体制整備コーディネー

ターの配置によって、これらの課題への取り組みが本

格化することは間違いないことであるが、人口20万

から30万人に対しての１圏域に1名の配置ではやは

り心もとない感がある。したがって、現在各先進地

域で活躍しつつある入院経験者である当事者やその

団体の人びとをピアサポーターとして活用すること

が強く望まれる。障害者自立支援員及びコーディネー

ターの補佐役として、あるいは協力員として協働す

ることによって、たとえば病院での退院支援プログラ

ムへの参加、外出時の付き添い訓練への指導的・経験

的役割、グループホームへの体験入居・付き添い等々

の活動の幅が広がってくることが考えられる。また、

実際に当事者や当事者団体への積極的な貢献や活動

が、地域生活の安定や向上に役立つとともに地域で

の差別と偏見の解消にもつながっていくと思われる。

このような活動を保障するためにも「精神障害者退院

促進事業」の中に、ピアサポーターの育成事業や当事

者団体への補助等を位置づけていくための方策、さら

に、地域での生活の場所の確保にあたる住居の問題や

生活そのものを支えるホームヘルプの問題等々につ

いても検討していく必要がある。以上のように、障害

者基本法にうたわれている公的責任を明確にするた

めにも障害福祉の増進の責務は国及び地方公共団体

にあることを忘れず、障害者が地域で、自分らしい生

き方を貫き通すためのサービスを十分利用し、また、
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安心した支援を受けられるよう障害者への保健福祉

予算を拡充させていくことと、それらを推進していく

ために専門職や補佐役としてのピアサポーターなど

の養成も重要な課題となってくる。

障害者の生活を支える

福祉労働者の人材不足への不安

　障害者への介護を含めた社会福祉の人材について

は、今後の見通しとして深刻な不足が予想される。

人材不足のひとつの要因として、一般労働者の賃金

に比べて給与水準の低いこと、さらに今回の障害者

自立支援法の福祉領域への大きな影響として障害者

施設事業報酬単価の設定が以前の定員人数（利用率

１００％）に応じた補助金支給の方法から、利用率

94.５％を想定した補助金の助成へと変更させたこと

に問題があると思われる。現状は利用者の1割負担も

手伝って、たとえば、某精神障害者通所施設では、利

用率60％台（約4ヶ月間の平均）に落ち込んでいる。

このような収入の減少は施設経営にも影響するが、当

然そこで働く福祉労働者の賃金にも影響を及ぼすこ

ととなる。また、施設入所の場合、職員配置（入所利

用者30名に対し、職員配置基準は8名）はそう変わ

らず、今後の入所者については障害区分判定4以上の

重度の障害者が対象となり、それ以下の区分の障害

者は入所できなくなり、職員により重い負担がかかっ

てくるであろうと予想される。さらに、障害者の利用

日数に応じて支払われる補助金は、入所施設等におい

て帰宅や外泊、入所者が病気になり他の病院等へ入院

（短期入院等による転院などが考えられる）してしまっ

た場合、入所していた施設への支払いはなくなってし

まい、その分報酬は減額となってしまう。同時に、今

まで行っていた自立のための帰宅訓練等ができにく

くなってしまうことも想定される。さらに通所施設に

おいても、補助金の支払いは（利用者の障害程度と人

数×利用回数）で支払われる。そのため利用予定者が、

利用予定日に休んだ場合はその分の報酬が入らなく

なり、当日、その利用者のために職員手配をしてあっ

た場合の報酬が施設の赤字となってしまう恐れがあ

る。また、季節の節目や家族の休暇のとりようによっ

ては施設利用の変動が起こり、日によって収入への

影響が大きく変わることも予想される。したがって、

この自立支援法による利用者の負担増が施設利用の

低下を招き、利用日数に応じた補助金が支給される仕

組み（施設への補助金の実質減）は、結果的に介護等

を含めた福祉労働者への過重労働となり、また、サー

ビスの低下が起こったり、施設そのものが経営困難な

状況に陥ってしまう状況が各地で起こっている。

　これらに対して政府は、平成20年4月に事業者の

経営基盤の強化策として、緊急的な改善措置とした

「特別対策」を実施した。主なものは、①通所サービ

ス利用単価の引き上げ（サービスの「利用率」を見直

すことによる、単価約4％引き上げ）、②定員を超え

た受け入れの更なる弾力化、通所サービスの受け入れ

人数の増、（120％ /1日→150％ /1日）③入所者が

入院・外泊した際、一定の支援を実施した場合に、障

害福祉サービス費用を支払う措置の拡充等が盛り込

まれた。さらに、就労支援を行う事業者への支援や重

度障害者受け入れへの助成、重度訪問介護における対

応への助成、その他小規模作業所の移行促進のため、

統合するための環境整備に要する費用補填等が行わ

れた。

　さて、障害者が地域で安心して自分らしい生活を営

み、継続させていくためにはさまざまな福祉サービス

を利用していくことが必要であり、それらを充足する

ための量及び質も確保することが最大限求められる。

同時に、福祉サービスを身近に感じ安定的に供給でき

る事業者への支援もまた必要欠くことができないも

のとなっている。障害者自立支援法施行によって狭

まった事業者の経営を「特別対策」によりその緩和を

試みたわけであるが、依然として不安定収入につな

がる要素が解消されたわけではなく、障害者、特に精

神障害者及び高齢障害者にとっては「障害と病気が併

存」するという特性を踏まえた場合、利用日数に応じ

て支払われる補助金（日額払い）の制度は廃止する必

要があると思われる。

障害者支援法とインクルーシブ社会の実現

　障害を持った人びとが普通の自分らしい生活を営

むために、社会福祉サービスを受けるのは当然の権利

として認められる。しかしながら、この障害者自立支

援法は、障害者が福祉サービスを受けるということは

障害者にとっての“利益”である（障害者は受益者で

ある）という考え方がこめられている。したがって、

“利益を受けた”福祉サービスの利用者（受益者）は

それに応じて利用料を負担することは当然のことで

あるという考え方である（応益負担の考え方）。これ

は一見正統な考え方に見えるが、障害という困難を克

服していくための福祉サービスに対価を課すという



ことについては、慎重にすべきであると思われる。

　障害をかかえる人びとにとって、生活上の困難はそ

れぞれ異なり、また、その人を取り巻く生活環境や自

身の主体的感情によって大きく作用する。これらの生

活上の困難や生活環境及び社会主観上（社会的）等の

問題は、障害者個人の問題ではなく、社会的に困難を

抱えながら生活を営むうえでの不利益であったり、環

境及び否定的感情等から来る社会的役割遂行の困難

であったりすることが多いと考えられる。こうした人

たちが、障害を持たない人々と同じ社会生活を営んで

いこうとするとき、これらの困難を克服するために福

祉サービスがあるのであって、これに対価を課すこと

自体が障害者への差別であり、障害者への福祉の保障

を欠くものである。つまり、障害を持った人々への自

立のための援助は社会の義務であり、共生社会にあっ

ては、福祉サービスが行われることは必要不可欠のも

のとして存在し、福祉サービスに課せられる負担につ

いては相互に負担しあうものとしての社会的合意が

形成されなければならない。

　障害者に対する最も適切なサービス提供に関する

議論の高まりのなかから生まれた疾病や障害者に対

する援助のあり方は個別の援助を行いながら、さらに

それを発展させることを目標に、障害者が社会の中で

心理的にも制度的にも一般社会に溶け込めるようイ

ンテグレーションの理念に統合されていくべきもの

である。つまり、障害者が通常の社会で取り残されて

いるのは社会が変革されない限りなかなか改善され

ないことではある。しかし、その限界を乗り越えて障

害を含めさまざまな違いがあることを認め合い、ある

がままに受け止め、ともに生きる社会の創造を目指す

という新たな理念が教育や福祉の分野で提起されて

きたことは、福祉国家へ成熟していくための一歩であ

り、確実に前進していくべきものである。そのなかで、

障害者自立支援法は、家族を含む当事者と地域に生活

する一般住民との共感的・共生的な生活を可能にする

ために存在すること（役に立つこと）が最大の役割と

なる。つまり、インクルーシブな社会を目指す人びと

にとって、自立支援法の役割は、障害をもった人も障

害をもたない人も相互に共感の輪を広げ、ともに地域

で生活ができるよう共生社会を創造していくことに

ある。障害をもった人が地域であたり前の生活を持続

させるためには、それを可能にする支援（社会資源等）

を活用することが認められ、必要な支援を受けながら

社会参加を促進し、地域の人びとに受け入れられ認め

られていくことが大切なこととなる。そこでは障害者

が完全かつ効果的な参加及びインクルーシブな社会

実現がなされ、お互いに障害者と一般住民がその差異

を尊重し合い、それぞれの多様性を認め合う共生社会

作りが行われていくことが望まれる。

障害者自立支援法は就労支援を重要視しているが…

　障害のある人びとの働く権利は、その人の障害の状

況によってそれぞれ違った条件や規制があるであろ

うが、その個々のニードに添って実現されるべきもの

である。そして、障害者自立支援法の目的である障害

者の生活自立を実現するものとして期待され、また、

障害のあるすべての人びとの「働きたい」という思

いを実現する支援法としても期待されるものである。

したがって、障害者への就労支援は「働きたい」とい

う思いと、自分らしい自立した生活を実現していき

たいという思いを持っている人々には必要不可欠な

支援であり、重度の障害者であっても必要な支援を受

けながら、働く場所の確保及び所得の保証の整備は急

がれるべきものである。特に重度の障害を持った人々

へは、資産の蓄えも乏しく通所の機会も少なくなって

いくなかで、さらに低い工賃しか得ることができず、

福祉サービスの利用料のみが増加していくというこ

とにならないよう配慮していくべきである。前述の緊

急措置等は暫定的なものにすぎず、依然としてこれら

の問題はついて回るものである。したがって、これら

の問題に対して恒久的な対策を検討しながら、現状の

「応益負担」を限りなく「応能負担的な性格を一層強

める」ものにしていくのか、あるいは、障害者を含

む世帯や個人に向けての実態調査や障害の種別によ

る障害程度区分への比較研究等を再度行い、「応益負

担」の廃止に向けての議論を高めていくのか検討を要

するところである。いずれにしても、障害者の生存権

及び労働権を保障するという観点からの改善策を講

じる必要がある。さて、障害者自立支援法に見られる

就労支援施策としては、今後福祉サイドからの就労支

援を充実強化するための「就労移行支援」及び「就労

継続支援」等々の事業が展開されていくことになる。

「就労移行支援」では障害の軽重にもよるが、一般の

人と同じ職場への就労が可能な人に対して、具体的

な支援をしていくことや、就労の前指導としての訓練

や実際の職場へ訪問して実習をしたり、就労の継続及

び安定化を支援するという総合的な支援を行ってい

くこととした。そこでの就労は訓練的要素も見え隠れ

しているが、障害者のニーズに合わせ、さらにきめ細

障害者自立支援法改正と今後に向けての課題
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かな支援の方法を模索し、強化していく必要がある。

そして、就労移行・継続支援を実質的なものとするた

めに、それらに加えて「就労支援給付」（就労のため

に必要な技術修得の費用補填や実際に就労した場合

の賃金の補充・底支え等の所得保障及び強化充実を図

る）の創設についても検討していくことが望まれる。

これらは、本来障害者の就労支援の政策課題として取

り上げられ、さまざまな現実のデータ（労働の場及び

賃金等）を収集し、その結果を踏まえて慎重に検討し

ていくべき事柄である。つまり、「働きたい」という

思いを実現させるためには就労支援が確実に機能し、

現実に見合った就労が可能となる事実が顕在化して

くることが必要であり、その成果としての結果、働く

ことによって報酬を得ることが可能になってくる。し

かしながら、報酬は障害者自身の生活を支えていくべ

きものであるが、現状ではその水準は低く実際の生活

を支えていく賃金（工賃）としては程遠いものとなっ

ている。たとえば、障害年金受給者にとっては、年金

が生活を支えるための主要部分を占め、就労支援によ

る所得は生活の不足分を補完するものとなっている。

これらを解消し、障害年金が報酬の不足を補完するた

めのものとして存在させる必要がある。普通の生活を

可能にしていくための政策として、所得保障制度の創

設は今後不可欠な制度として検討を急がなければな

らないと思われる。また、「就労継続支援」について

は、障害者の「働きたい」という思いを実現させるた

めの方策として、実生活においても、それが営めるだ

けの収入の確保が必要になる。そのためには、働く場

の確保は、確実にしかも優先的に確保されるべきであ

り、同時に働く障害者の人びとの収入である賃金を上

げるため、今後は企業等への協力体制を制度上からも

検討していくことが必要なことである。

　就労移行支援の最終目的は一般就労を目指すこと

にあるが、重度の障害を持つ人の中にも就労を希望す

る者が増えてきており、こういった人びとへの対応と

して当然のことであるが、一般競争はなじまなく障害

者の能力に応じた「保護雇用制度」等の導入の方法を

検討すべきである。また、障害者自立支援法に見られ

る「障害者福祉サービス」の範囲で行われる就労支援

には利用料としての負担を負わされており、その分賃

金の目減りが起こっている。これらの負担は利用者の

労働意欲をそぐものであり、ひいては一般就労移行へ

の意欲そのものへも影響を及ぼしかねないものとな

る。今後は、一般企業へ課されている障害者雇用率の

達成と、さらに雇用率アップに向けての見直しと合わ

せて、障害者の就労の問題はハンディのある労働者と

とらえる視点からも、働く権利を守るための「保護雇

用制度」の創設については、最重要課題として検討し

ていくことが大切なこととなる。

障害者の生活を安定させる所得保障のあり方

　障害を持った人が、その能力に応じて働き報酬を得

ることは将来に向かって自分自身の生活設計を立て

ていくためにも必要なものである。そして、就労移行

支援、就労継続支援及びその周辺の基盤整備等は障害

者の「働く意欲」と「働く喜び」を増進させ、生活そ

のものを安定させていくことにつながる。しかしなが

ら、障害を持った人々の職場は限定され、障害が重度

になると一般就労への移行はさらに困難な状況にな

る。このように働いて収入を得たいと思っても、働く

能力や機会に制限を受けざるを得ないのが実情であ

ろう。したがって、一般就労への移行がむずかしい重

度障害者は就労継続支援事業所や通所授産施設での

就労にならざるを得ない場合が多く、現状では利用料

の負担もさることながら、そこでの工賃は本人の望む

生活を実現させていくのには程遠いものがある。こう

した状況を克服するために、工賃の底上げ等福祉的就

労を充実させることも必要なことであるが、生活安定

のための支援給付等の検討が重要なことになってく

る。生活安定のための支援給付としては、生活のため

の住宅手当や医療費手当（介護手当も含む）等の創設

が望まれる。また、障害者基礎年金の支給額の引き上

げについては、障害者にとって安定的な収入の基本と

なるもので、障害者福祉をより安定充実させていくた

めにも必要なものである。また、障害者基礎年金受給

のための障害認定制度は、その障害認定基準及び認定

日（初診日及び受給条件の有無等）の問題などいくつ

かの条件をクリヤしなければならなかったり、無年金

該当者への対策と合わせて検討課題に挙げていかな

ければならない。特に無年金障害者の問題は、現在の

障害年金制度が社会保険方式と同じ仕組みになって

いるため、20歳過ぎてから何らかの事情で就労から

はずれ障害者となった人の中には、拠出要件を満たし

ていないという実態があり、それに伴い20歳以上の

障害者の2/3強が無年金者となっている。（日本障害

者協議会資料2007年）次に、所得保障の対象は、身

体障害者、知的障害者、及び精神障害者に限定され、

これらの障害者が「継続的に日常又は社会生活に相当

な制限を受ける者」と規定されている。したがって、



難病、高次機能障害や自閉症等によってさまざまな制

限を受ける人びとは、その対象から除外されている。

（これらの障害によって就労が困難であり、収入が得

られないという状況は、前述の3障害となんら変わる

ことはない）また、こうした利用者への「就労支援」

に対しては、就労のための支援の量とその生活を支え

るための量に応じた報酬及び職員の配置をしていく

ことが望まれ、また、その際の利用の実績による報酬

支払い方式については、雇用契約によって行われるこ

とに鑑み、現行の労働契約に準じて報酬を“月払い”

として支払い、年次有給休暇等についても出勤日数に

応じて認めるべきである。

低い賃金で応益負担は持続可能か

　障害者自立法支援法施行当初（応能負担から応益

負担移行直後）は、今までと同様の福祉サービスを受

けるために原則１割の利用料負担を求められ、利用

者のほとんどが経済的負担増に転じた。そして、障害

者の自立を促す方策として就労支援を重要施策とし

導入したが、現状では一部を除いて「仕事の量」、「働

く場の確保」等、障害者の「働く意欲」を満足させる

ような状況にはなっていない。さらに、重度の障害を

持った人は多種類の福祉サービスを必要とするが、緩

和策があったにもかかわらず、所得確保困難のうえに

利用費用の増加のため福祉サービスの利用の減や断

念に追い込まれていった。また、通所施設の利用料に

ついては、それまで負担がほとんどなかった人が、自

立支援法の施行によって（自立支援法にのっとった施

設に移行した施設）によって約３万円の負担となった

人もあった。（市県民税課税世帯、及び食費負担が含

まれる）その後、同様に緊急措置（平成20年７月）に

よって、利用料の算定方法を今までの世帯単位の所得

階層区分から「障害者個人単位を基礎とした所得階層

区分見直し」が行われたが、それまでの「資産の要件」

は残っており、一定額以上の預貯金のある人は利用料

負担が軽減されることはないのである。恒常的な障害

を持った人は、就労経験がありその後中途障害になっ

た人より、働く機会をもたなかった人が多いと思わ

れ、資産としての預貯金をもっている人は少ないであ

ろうと推察される。作業所では、作業に対する報酬（工

賃）が支払われるが全国平均で小遣い程度の１万円前

後である。（就労継続支援A型事業所、福祉工場等の

賃金を除く）これらの工賃は、障害者が受け取る障害

年金と合わせても生活を維持していくためには必要

最低限のものとなっており、たとえ低い金額であって

も障害者の人びとにとって、「働いて収入を得る」と

いう生きがいにつながるものであった。しかしなが

ら、応益負担による通所施設での工賃を上回る利用料

を支払わざるを得ないことは「働く意欲喪失」につな

がり、また、通所施設利用を断念することによって、

自立のための生活訓練からも遠ざかることにもつな

がってしまうという逆方向へと向かわせるものとな

る危険性がある。これらの懸念に対して、厚生労働省

社会援護局障害福祉部障害福祉課は障害者自立支援

法施行後1年を経て、平成19年度から就労継続支援

B型事業所、入所・通所授産施設及び小規模通所授産

施設を対象施設とした「工賃倍増5ヶ年計画」を開始

することとした。そのための、全国の事業所4656事

業所（全4658事業所のうち、回収率99，95％）の

工賃、賃金、給与、手当、賞与、その他名称を問わず、

事務所が利用者に支払うすべてのものを調査した。結

果としては、施設によってばらつきがあるものの、工

賃倍増計画対象施設での平均工賃は、12222円であっ

た。今後、障害者が地域生活を可能とするためには一

般就労への移行が望まれる。しかしながら、一般就労

が難しい人々にとっては福祉施設等における工賃の

水準を上げていく取り組みが必要となってくる。これ

らの工賃の倍増計画には、一般企業等の協力やノウハ

ウが必要であり、各施設での取り扱い商品等の選定、

販売経路の開発など、さまざまな環境整備も整えてい

くことが重要課題となる。

障害の程度区分による支援では社会的な自立が困難

　障害者自立支援法に基づくサービスを受けるため

には、それを受けるための障害者程度区分の判定を受

ける必要がある。（参照、「障害者自立支援法」本格

始動に向けての課題―障害程度区分判定をめぐって

―、東海女子大学紀要、第26号、平成19年3月31

日発行）この障害者程度区分判定は、それぞれの障害

者の特性及び調査に基づいたものとは思われず、介護

保険制度における高齢者の介護度判定基準の手法か

ら抜け切れずに、急遽作成されたものと考えられる。

つまり、人体の老齢化による身体の状況の程度の判定

を踏襲し、身体的な障害が特に無い知的・精神障害者

の人たちや今後検討されていくであろう発達障害の

人たちにとってはなじみにくいものとなっている。身

体的自立が可能であれば“軽度の判定”となり、サー

ビスの量は少なくてよいと判定される恐れが生じる。
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これに準拠すれば、身体的な介助より社会的生活の実

現に向けて精神的な“見守り・介助”が必要な知的・

精神障害者にとっては、これらのサービスから除外さ

れてしまうことにつながりかねない。特に懸念される

ことは、経過措置はあるものの、現在入所している障

害者で障害程度区分が４以下の知的・精神障害者は、

一定の期間（経過措置）後はサービスの打ち切りにつ

ながってしまう恐れが出てきている。施設等での生活

から地域への生活へ移行する場合は、安心して暮せる

ための住居の確保及び生活そのものへの支援の継続

が必要である。個々の状況に合わせて支援していく必

要があり、一定の期間で単純に次のところへ移行とい

うわけには行かない。障害者自立支援法における障害

者程度区分は、個々の障害者の身体的・社会的な自立

及び生活支援に必要なものは何か、また、それらを総

合的な観点からの「必要な支援」とは何か等々を分析

し、利用者が自身のニーズに基づいて必要なサービス

を受けるための個別の支援計画に基づいた支援を受

けられるようにすべきである。

　Bさん（39歳）は知的障害（IQ55～中度）があり、

生育暦及び生活特徴に独特のものを持っている。生育

暦においては、父母及び親類の話によると、多少動き

が活発で言うことを聞かないところがあるぐらいに

思っていた。知的な障害がわかったのは幼稚園年長か

ら小学校へ入学するころの身体検査による問診等が

きっかけとなり、その後の児童相談所の判定員によっ

て知らされたとのことである。それまでは他の子ども

との遊びは楽しむことができ、幼稚園の先生や他の子

どもの間の会話や質問には、ニコニコした笑顔のみで

応じていた。Bさんをとりまく周りの人がそれぞれに

判断したり、また、Bさん自身もぎこちなさを示しな

がらも応じていたので、幼稚園等の生活には支障がな

かったようである。言語についても遅れは気づいてい

たものの、簡単な単語のみで何とか生活は可能であっ

た。小学校１年生は普通学級に在籍していたが、次第

に授業についていけず学級内でうろうろする状況が

見られるようになった。それをきっかけに、２年生か

ら特殊学級で学び、中学校及び高等部は市外の養護学

校へバス通学した。卒業後はいくつかの職場に就職し

たが、長続きせず家に引っ込むようになった。しばら

く家の手伝いなどをしていたが、支援費制度ができた

のをきっかけに市内のディサービス及び小規模授産

施設へ通うようになった。Bさんは話し相手ができ、

楽しみであるカラオケなどに興味を見せて次第に元

気を取り戻していった。そして、授産施設の休みであ

る土・日曜日以外は、ほとんど毎日通っていた。そし

て、年齢的なこともあり、就労を目的として現在の施

設を経て就労継続支援B型事業所に移りたいと考えて

いた。また、同時に常時ではないが生活全般を向上さ

せるため、行動援護も受けたいと思っていたようであ

る。しかしながら、障害者自立支援法では利用料負担

と障害程度区分によって、それぞれ制限せざるを得な

くなった。Bさんは日常生活を徐々に回復し、今後の

自立生活に向かって少しずつ回復していくかに見え

た。障害者にとっての自立は介護保険を踏襲した障害

程度区分ではなじまないことが多くあり、その障害に

特有な事情や情況に配慮すべきである。そしてそれぞ

れの障害者にとっての必要な支援が行われ、真の社会

的自立が可能になるような支援体制が確保されるこ

とが望まれる。

障害者自立支援法と障害者権利条約

　わが国において、障害者自立支援法が本格施行され

たさなか、おりしも2006年12月に国連では「障害

者の権利条約」が採択された。今後はそれぞれの国が

国内法に照らし合わせながら検討を加え、それぞれ批

准していくことと思われる。当然わが国はこの「障害

者の権利条約」の批准について検討を加えていくこと

が求められる。条約の理念はインクルーシブな社会の

形成にあり、地域社会の中で尊厳を持って、また権利

の主体としての存在であるという視点を重視し、ノー

マライゼーションの考えの下に障害者一人ひとりが

あたり前の生活ができることやこれらを真に確立す

るための総合的な福祉法の制定及び差別禁止法の制

定等が具体的な作業として想定されている。障害者自

立支援法は、本来障害者の権利としての自立や人間と

しての尊厳を保持する考え方を内包しており、この条

約の理念と方向性を同じくするものである。したがっ

て障害者が、障害者自立支援法を活用しながら、安心

して自分らしい生活を送ってもらえるよう支援し、そ

れらを享受できるよう保障する法・制度の整備が求め

られる。障害のある人の権利に関する条約の中では前

文において国際連合の骨格を成す、「自由、平等、平

和主義を基調に世界人権宣言及び国際規約に掲げら

れた権利及び自由の享有をうたい、すべての人権及

び基本的自由の普遍性、不可分性、相互依存性及び相

互関係性並びに障害のある人に対して差別のない完

全な享有の保障の必要性」（障害のある人の権利に関

する条約、2007年3月、引用）を確認している。障



害は差別されるものではなく、まわりの人の態度や環

境上の障壁との相互作用からくるものであり、これら

を認め合いながらそれぞれの人権を促進し保護して

いくものであることを強調している。それらを前提に

人間は誰でも法の下に平等であり、いかなる差別もな

しに法の平等な保護及び利益を受ける権利を有して

いる。したがって、障害に基づくあらゆる差別を禁止

し、障害のある人に対していかなる理由による差別を

してはならないことをうたっている。障害者の自立に

関しては、社会に対して障害のある人の技能・功績及

び能力、職場及び労働市場への貢献等をPRし、自立

して生活することや生活のあらゆる側面に社会参加

を可能にするための環境整備を行うことの必要性も

強調している。特に、障害者の自立のためのリハビリ

テーションから労働や雇用に関しては、障害のある人

の労働の権利を認め開かれたインクルーシブでかつ

アクセシブな労働市場・労働環境で自由な選択の基に

生活が可能となる職業につける機会を創造していく

ことが求められる。

地域生活支援事業における地域間格差の問題

　障害者自立支援法における地域生活支援事業は、自

立支援給付事業（介護給付、訓練等給付）と違い、そ

の施行にあたっては市町村が主体となって行う事業

である。したがって、この事業に対する国庫の負担は

裁量的経費でまかなわれ、一定の予算しか計上され

ない。そのなかから市町村への補助の方法は地域支援

事業に対してまとめて補助金として支払われる。そ

のため、市町村はどの事業にどのくらいの配分でサー

ビスを行うか判断を任されており、市町村の判断に

よっては事業内容に格差が生じることになる。当然、

市町村の財政事情（上乗せや負担への補助等）によっ

ても負担の軽重が出てくることが予想される。また、

市町村は利用者の事業への負担方法として、応益負担

や障害者程度区分の適否についても、その判断が任さ

れている。このように、地域間によって生じてくる格

差は、障害者が住んでいる地域によってその浴する恩

恵が異なり、今後どの地域で暮していくかという深刻

な問題にも発展しかねない。障害者が地域で職業を持

ち自分らしい生活を送っていきたいと願い、それらを

実現するために地域生活支援事業がある。地域活動支

援センターを拠点とし、必要なときに自由な移動が可

能となるような支援やさまざまな人々とのコミュニ

ケーションが可能となるような支援をどこに住んで

いようと受けられるようにすることが大切なことで

ある。これらの支援に対して、応益負担の分を大幅に

減額したり、免除したりする市町村がいくつか出始め

ている。それは、障害者が地域で生活していくために

は必要なものであることを、そこに住む住民が認めた

ものであることが証明された結果であると思われる。

つまり、これらの基本的な福祉サービスは事業として

行うものではなく、地域に生活する共同体として、あ

るいはパートナーとして必要不可欠のものであり、そ

のための費用についても負担は住民全体で負ってい

こうとする意思の表明に他ならないものである。
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